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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第25期

中間連結会計期間
第26期

中間連結会計期間
第25期

会計期間
自　2025年１月１日
至　2025年６月30日

自　2026年１月１日
至　2026年６月30日

自　2025年１月１日
至　2025年12月31日

売上高 （千円） 48,013,769 72,361,246 100,614,584

経常利益 （千円） 4,542,139 9,022,776 8,487,395

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（千円） 2,789,540 5,977,197 5,270,087

中間包括利益又は包括利益 （千円） 2,786,984 5,979,357 5,282,842

純資産額 （千円） 18,737,766 27,337,787 21,429,526

総資産額 （千円） 52,060,544 65,127,938 54,721,109

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 47.68 96.80 87.69

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） 47.37 94.81 86.69

自己資本比率 （％） 35.34 40.72 38.20

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） 4,230,289 10,958,037 7,518,191

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △431,524 △2,395,643 △1,125,013

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） 1,997,980 84,837 394,657

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 18,992,282 28,633,703 19,986,180

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．当社は、2026年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度

の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益を算定しております。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業内容について、重要な変更は

ありません。

　なお、当中間連結会計期間より、新たに株式を取得した株式会社DelightZを連結の範囲に含めております。

　また、当中間連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４ 経理の状況 １ 

中間連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前連結会計年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

　なお、当中間連結会計期間より報告セグメント区分を単一セグメントから変更しており、セグメント数値の前年比

較・分析は、セグメント変更後の区分に基づいております。

 

(1）経営成績等の状況の概要

①　経営成績の分析

　当社グループは「人を超え、時を超え、たいせつなものをつなぐ架け橋となる。」をミッションとし、買取・

販売の循環を実現する総合リユースサービスを提供しております。当社グループの事業は出張訪問買取事業と店

舗買取事業を主としており、これらのチャネルで一般のお客様から買取した商品をグループ会社が運営するオー

クションや業者間取引によるtoB販路および自社運営等のtoC販路において販売しております。

　また、当社グループは非連続な成長を実現するため、明確なM&Aターゲット領域の設定とデータドリブン経営

を軸としたPMIによるシナジーを重視したM&A戦略を推進しております。

 

　当社グループの出張訪問買取事業は、当社が運営する出張訪問買取サービス「バイセル」、株式会社REGATE

（以下、REGATE）の「福ちゃん（FUKU CHAN）」および骨董品の買取に強みを持つ株式会社日晃堂（以下、日晃

堂）の３社により構成されており、2025年実績で年間44万件以上の顧客宅を訪問する国内最大級のポジションを

確立しております。

　当社グループの店舗買取事業は、全国に店舗を展開する「バイセル」、全国の百貨店内に店舗を展開する「総

合買取サロン タイムレス」、九州を中心に買取専門店を展開する「諭吉」、FCにより国内300店舗超を展開する

「Reuse Shop WAKABA」の４ブランドを中心に2026年６月末時点でのグループ店舗数は547店となっております。

 

　当中間連結会計期間においては、出張訪問買取事業及び店舗買取事業ともに堅調な買取・販売需要に支えられ

ました。両事業ともに戦略的な単価向上施策が奏功したこと、前期末に実施したキャリー在庫の販売が当中間連

結会計期間に進んだこと、新規M＆Aにより連結子会社化した株式会社DelightZのP/L連結を当第２四半期連結会

計期間から開始したこと等から、売上高72,361百万円（前年同期比50.7％増）、のれん等償却前営業利益9,991

百万円（前年同期比80.3％増）、営業利益9,243百万円（前年同期比90.8％増）、経常利益9,022百万円（前年同

期比98.6％増）、親会社株主に帰属する中間純利益5,977百万円（前年同期比114.3％増）となりました。なお、

のれん等償却前営業利益は連結営業利益にのれん償却額及び顧客関連資産償却額を足し戻して算出しておりま

す。

 

セグメント別の業績は、以下のとおりです。

 

①出張訪問買取セグメント

　出張訪問買取事業の業績は、出張訪問数が堅調に推移したこと、戦略的な再訪強化による再訪率の向上や継続

的なイネーブルメントによる査定員のスキル向上等から出張訪問あたりの粗利単価が増加し、セグメント売上高

は33,626百万円（前年同期比39.8％増）、セグメント利益は5,739百万円（前年同期比56.6％増）となりまし

た。

 

②店舗買取セグメント

　店舗買取事業の業績は、新規出店による店舗数の増加及び顧客のリピート施策強化による査定あたりの粗利単

価が増加したこと等から、セグメント売上高は35,349百万円（前年同期比64.1％増）、セグメント利益は7,048

百万円（前年同期比123.7％増）となりました。
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②　財政状態の分析

（資産）

　当中間連結会計期間末の流動資産は、前連結会計年度末に比べて7,677百万円増加し、41,165百万円（前期末

比22.9％増）となりました。これは、主に親会社株主に帰属する中間純利益の計上による現金及び預金の増加

8,655百万円、売掛金の増加462百万円、商品の減少1,868百万円等によるものであります。

 

　当中間連結会計期間末の固定資産は、前連結会計年度末に比べて2,729百万円増加し、23,962百万円（前期末

比12.9％増）となりました。これは、株式会社DelightZの子会社化に伴うのれんの増加2,381百万円がある一

方、償却に伴うのれんの減少610百万円等によるものであります。

 

（負債）

　当中間連結会計期間末の流動負債は、前連結会計年度末に比べて3,762百万円増加し、18,439百万円（前期末

比25.6％増）となりました。これは、未払法人税等の増加1,485百万円、１年内返済予定の長期借入金の増加594

百万円等によるものであります。

　当中間連結会計期間末の固定負債は、前連結会計年度末に比べて735百万円増加し、19,350百万円（前期末比

4.0％増）となりました。これは、長期借入金の増加676百万円等によるものであります。

 

（純資産）

　当中間連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末に比べて5,908百万円増加し、27,337百万円（前期末比

27.6％増）となりました。これは、剰余金の配当による利益剰余金の減少771百万円がある一方で、株式会社

DelightZとの株式交換等による資本剰余金400百万円の増加、親会社株主に帰属する中間純利益の計上による利

益剰余金の増加5,977百万円等によるものであります。

 

③　キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べて8,647百万円増加し、

28,633百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況と要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、10,958百万円の収入（前年同期は4,230

百万円の収入）となりました。これは、税金等調整前中間純利益9,022百万円の計上、減価償却費・のれん償却

額及び顧客関連資産償却額1,361百万円の計上、棚卸資産の減少額2,257百万円、法人税等の支払額2,178百万円

等によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、2,395百万円の支出（前年同期は431百万

円の支出）となりました。これは、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出1,395百万円、新店舗

開設等に伴う敷金及び保証金の差入による支出683百万円及び有形固定資産の取得による支出284百万円等による

ものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、84百万円の収入（前年同期は1,997百万

円の収入）となりました。これは、短期借入金の純減少額100百万円、長期借入れによる収入4,100百万円、長期

借入金の返済による支出3,140百万円、及び配当金の支払による支出771百万円等によるものであります。
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(2）経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略について重要な変更はありませ

ん。

 

(3）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 

(4）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

(5）従業員の状況

　当中間連結会計期間において、事業規模の拡大に伴う新卒及び中途採用により当社グループの従業員数は527名

増加しております。

 

３【重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、新たに締結した重要な契約は次のとおりであります。

 

　当社は、2026年２月13日開催の取締役会において、株式会社DelightZ（以下、「DelightZ社」という。）の発行

済株式の一部を取得するとともに、当社を株式交換完全親会社、DelightZ社を株式交換完全子会社とする簡易株式

交換を実施することを決議いたしました。その後、2026年３月31日に当社がDelightZ社株式の87.5％を取得し、

2026年４月７日に同社株式の12.5％を株式交換により取得したことにより、当社の完全子会社となりました。

　詳細は、「第４ 経理の状況 １ 中間連結財務諸表 注記事項（企業結合等関係）」に記載のとおりでありま

す。

 

　当社は、2026年３月19日開催の取締役会において、DelightZ社の株式取得のための借入について決議し、以下の

財務上の特約が付された金銭消費貸借契約を締結し実行しております。

借入先 株式会社みずほ銀行 株式会社静岡銀行

借入金額 1,100百万円 1,000百万円

契約締結日 2026年３月30日 2026年４月１日

借入実行日 2026年４月１日

借入期間 ７年

返済方法 １ヶ月毎元金均等返済

借入金利 基準金利＋スプレッド

担保等の有無 無担保・無保証

財務上の特約の内容
「第４ 経理の状況 １ 中間連結財務諸表 注記事項（中間連結貸借対照表関

係）※３　財務制限条項」に記載のとおりであります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 192,000,000

計 192,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2026年６月30日）

提出日現在発行数
（株）

（2026年８月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 61,894,000 61,894,000
東京証券取引所

グロース市場

単元株式数

100株

計 61,894,000 61,894,000 － －

（注）提出日現在の発行数には、2026年８月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は、含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

 

第12回新株予約権

決議年月日 2026年５月14日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　４名

当社従業員　26名

新株予約権の数（個）　※ 8,580

新株予約権の目的となる株式の

種類、内容及び数（株）　※
普通株式　858,000　（注）１

新株予約権の行使時の払込金額

（円）　※
3,325　（注）２

新株予約権の行使期間　※ 2029年４月１日～2031年３月31日

新株予約権の行使により株式を

発行する場合の株式の発行価格

及び資本組入額（円）　※

発行価格　　　3,325

資本組入額　　1,663
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新株予約権の行使の条件　※

①　新株予約権者は、2027年12月期乃至2029年12月期の事業年度にかかる、当社の有

価証券報告書における連結損益計算書（連結財務諸表を作成していない場合は損

益計算書）に記載された営業利益が、下記（ⅰ）及び（ⅱ）に掲げる条件をすべ

て充たした場合に限り、これ以降本新株予約権を行使することができる。また、

国際財務報告基準の適用等により参照すべき営業利益の概念に重要な変更があっ

た場合には、上記指標に相当する指標で別途参照すべきものを取締役会にて合理

的に定めるものとし、当該連結損益計算書（連結財務諸表を作成していない場合

は損益計算書）に本新株予約権による株式報酬費用が計上されている場合には、

これによる影響を排除した株式報酬費用控除前営業利益をもって判定する。

　（ⅰ）2027年12月期において営業利益が200億円を超過している場合

　（ⅱ）2028年12月期または2029年12月期において営業利益が270億円を超過してい

る場合

②　新株予約権者は、本新株予約権の権利行使時においても当社または当社関係会社

の取締役、監査役、従業員であることを要する。新株予約権者がこれらの地位を

退任または退職した場合は、当該退任または退職の日が属する月の末日をもっ

て、新株予約権者が保有する未行使の本新株予約権の全部を放棄したものとみな

す。ただし、任期満了による退任もしくは定年退職の場合、または、その他正当

な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。

③　新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。
④　本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株
式数を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできな
い。

⑤　各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

新株予約権の譲渡に関する事

項　※
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の決議による承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約

権の交付に関する事項　※
（注）３

※　本新株予約権の発行時（2026年6月19日）における内容を記載しております。

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

ただし、新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により付与株式数を調

整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率

２．新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算

式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

 
既発行株式数＋

新株発行（処分）株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行（処分）株式数

３．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新

株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社

（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。

ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸

収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

(1）交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記１．に準じて決定する。

(4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のう

え、上記２．で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記３．(3）に従って決定

される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

(5）新株予約権を行使することができる期間
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新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日

から、新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

(6）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①　本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が

生じたときは、その端数を切り上げるものとする。

②　本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資

本金等増加限度額から、上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

(7）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

(8）新株予約権の取得事由及び条件

①　当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは分割計

画、または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画について株主総会の承認（株

主総会の承認を要しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役会が別途定

める日の到来をもって、本新株予約権の発行価額と同額で本新株予約権を取得することができる。

②　新株予約権者が権利行使をする前に、新株予約権の行使の条件により本新株予約権の行使ができなく

なった場合は、当社は本新株予約権を無償で取得することができる。

(9）その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2026年１月１日～

2026年３月31日

（注）１

5,760 30,883,640 1,761 2,852,417 1,761 2,812,417

2026年４月１日

（注）２
30,883,640 61,767,280 － 2,852,417 － 2,812,417

2026年４月７日

（注）３
120,800 61,888,080 － 2,852,417 － 2,812,417

2026年４月20日

（注）４
4,000 61,892,080 6,190 2,858,607 6,190 2,818,607

2026年４月１日～

2026年６月30日

（注）１

1,920 61,894,000 60 2,858,667 60 2,818,667

（注）１．新株予約権の権利行使による増加であります。

２．株式分割（１：２）によるものであります。

３．当社を株式交換完全親会社、株式会社DelightZを株式交換完全子会社とする簡易株式交換による増加であり

ます。

４．2026年４月20日を払込期日とする譲渡制限付株式報酬としての新株式発行による増資であります。
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（５）【大株主の状況】

 

  2026年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

吉村英毅・ミダスA投資事業有限責

任組合
東京都港区赤坂８－１１－３７ 21,909,200 35.44

ミダス第２号投資事業有限責任組合 東京都港区赤坂８－１１－３７ 7,231,060 11.70

岩田　匡平 神奈川県横浜市中区 4,052,000 6.55

株式会社日本カストディ銀行（信託

口）
東京都中央区晴海１－８－１２ 3,626,300 5.87

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC

ISG (FE-AC)

（常任代理人　株式会社三菱ＵＦＪ

銀行）

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET

LONDON EC4A 2BB UNITED KINGDOM

（東京都千代田区丸の内１－４－５）

1,886,106 3.05

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区赤坂１－８－１ 1,683,100 2.72

モルガン・スタンレーＭＵＦＧ証券

株式会社
東京都千代田区大手町１－９－７ 1,147,851 1.86

吉村　英毅 東京都港区 1,136,940 1.84

MSIP CLIENT SECURITIES

（常任代理人　モルガン・スタン

レーＭＵＦＧ証券株式会社）

25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF,

LONDON E14 4QA, U.K.

（東京都千代田区大手町１－９－７）

961,700 1.56

JP JPMSE LUX RE UBS AG LONDON

BRANCH EQ CO

（常任代理人　株式会社三菱ＵＦＪ

銀行）

BAHNHOFSTRASSE 45 ZURICH SWITZERLAND

8098

（東京都千代田区丸の内１－４－５）

925,800 1.50

計 － 44,560,057 72.07
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 

    2026年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 66,200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 61,813,800 618,138

権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式であ

り、単元株式数は100株であり

ます。

単元未満株式 普通株式 14,000 － －

発行済株式総数  61,894,000 － －

総株主の議決権  － 618,138 －

 

②【自己株式等】

 

    2026年６月30日現在

所有者の氏名又

は名称
所有者の住所

自己名義所有株式

数（株）

他人名義所有株式

数（株）

所有株式数の合計

（株）

発行済株式総

数に対する所

有株式数の割

合（％）

株式会社BuySell

Technologies

東京都新宿区四谷

四丁目28番8号

PALTビル

66,200 － 66,200 0.11

計 － 66,200 － 66,200 0.11

（注）上記自己保有株式には、単元未満株式66株は含まれておりません。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年１月１日から2026年６月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、三優監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2025年12月31日)

当中間連結会計期間
(2026年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 19,975,714 28,631,567

売掛金 682,344 1,145,105

商品 12,048,923 10,180,893

その他 784,177 1,211,501

貸倒引当金 △3,268 △3,888

流動資産合計 33,487,892 41,165,180

固定資産   

有形固定資産 1,945,872 2,070,603

無形固定資産   

のれん 15,060,627 16,831,677

顧客関連資産 481,278 343,770

その他 1,304,288 1,219,550

無形固定資産合計 16,846,194 18,394,998

投資その他の資産   

その他 2,460,015 3,516,021

貸倒引当金 △18,865 △18,865

投資その他の資産合計 2,441,149 3,497,156

固定資産合計 21,233,216 23,962,758

資産合計 54,721,109 65,127,938

負債の部   

流動負債   

短期借入金 － ※１ 227,000

１年内償還予定の社債 14,000 164,000

１年内返済予定の長期借入金 ※３ 5,644,696 ※３ 6,239,391

未払法人税等 2,247,561 3,732,575

賞与引当金 622,732 602,426

その他 6,148,205 7,474,386

流動負債合計 14,677,195 18,439,778

固定負債   

社債 37,000 180,000

長期借入金 ※３ 18,298,835 ※３ 18,975,226

その他 278,551 195,146

固定負債合計 18,614,386 19,350,372

負債合計 33,291,582 37,790,150

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,850,655 2,858,667

資本剰余金 5,132,396 5,532,404

利益剰余金 12,923,700 18,129,677

自己株式 △20,792 △21,277

株主資本合計 20,885,959 26,499,471

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 14,700 16,500

為替換算調整勘定 2,105 2,464

その他の包括利益累計額合計 16,805 18,964

新株予約権 526,762 819,351

純資産合計 21,429,526 27,337,787

負債純資産合計 54,721,109 65,127,938
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

売上高 48,013,769 72,361,246

売上原価 22,279,460 34,557,705

売上総利益 25,734,309 37,803,541

販売費及び一般管理費 ※ 20,890,523 ※ 28,560,272

営業利益 4,843,786 9,243,269

営業外収益   

受取利息及び配当金 9,149 29,546

その他 16,824 15,909

営業外収益合計 25,973 45,455

営業外費用   

支払利息 198,227 233,611

社債利息 233 256

支払手数料 12,101 28,501

株式交付費 101,713 －

その他 15,344 3,578

営業外費用合計 327,619 265,949

経常利益 4,542,139 9,022,776

特別利益   

新株予約権戻入益 8,687 －

特別利益合計 8,687 －

税金等調整前中間純利益 4,550,826 9,022,776

法人税、住民税及び事業税 1,887,802 3,490,034

法人税等調整額 △126,515 △444,455

法人税等合計 1,761,286 3,045,578

中間純利益 2,789,540 5,977,197

親会社株主に帰属する中間純利益 2,789,540 5,977,197
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

中間純利益 2,789,540 5,977,197

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △1,770 1,800

為替換算調整勘定 △785 359

その他の包括利益合計 △2,555 2,159

中間包括利益 2,786,984 5,979,357

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 2,786,984 5,979,357
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 4,550,826 9,022,776

減価償却費 421,855 613,096

のれん償却額 561,141 610,762

顧客関連資産償却額 137,508 137,508

支払手数料 12,101 28,501

株式報酬費用 66,281 293,900

株式交付費 101,713 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △33 619

賞与引当金の増減額（△は減少） 37,078 △20,306

受取利息及び受取配当金 △9,149 △29,546

支払利息及び社債利息 198,460 233,868

新株予約権戻入益 △8,687 －

売上債権の増減額（△は増加） △272,425 △448,236

棚卸資産の増減額（△は増加） △319,669 2,257,872

その他 239,185 639,623

小計 5,716,189 13,340,440

利息及び配当金の受取額 9,149 29,546

利息の支払額 △157,658 △233,330

法人税等の支払額 △1,337,390 △2,178,619

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,230,289 10,958,037

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の売却による収入 39,847 2,763

有形固定資産の取得による支出 △194,431 △284,405

無形固定資産の取得による支出 △226,704 △168,546

敷金及び保証金の差入による支出 △52,873 △683,133

敷金及び保証金の回収による収入 4,106 149,386

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
－ △1,395,360

その他 △1,468 △16,348

投資活動によるキャッシュ・フロー △431,524 △2,395,643

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 200,000 △100,000

長期借入れによる収入 1,300,000 4,100,000

長期借入金の返済による支出 △2,870,545 △3,140,705

社債の償還による支出 △47,000 △7,000

株式の発行による収入 3,852,603 －

新株予約権の行使による株式の発行による収入 13,290 2,828

新株予約権の発行による収入 － 9,438

自己株式の増減額（△は増加） － △484

配当金の支払額 △438,493 △771,173

その他 △11,874 △8,065

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,997,980 84,837

現金及び現金同等物に係る換算差額 △770 291

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,795,973 8,647,522

現金及び現金同等物の期首残高 13,196,308 19,986,180

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 18,992,282 ※ 28,633,703
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

当中間連結会計期間より、新たに株式を取得した株式会社DelightZを連結の範囲に含めております。

　なお、株式会社フォーナイン、株式会社日創、株式会社むすび、レクストホールディングス株式会社他５社は

2026年１月１日付で、当社を最終的な存続会社とする吸収合併により消滅しております。

 

（中間連結貸借対照表関係）

※１　当座貸越契約

当社グループにおいては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行等６金融機関と当座貸越契約を締結し

ております。これらの契約に基づく当座貸越契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。

 
 

前連結会計年度
（2025年12月31日）

当中間連結会計期間
（2026年６月30日）

当座貸越極度額の総額 1,700,000千円 2,350,000千円

借入実行残高 － 〃 150,000 〃

差引額 1,700,000 〃 2,200,000 〃

 
　２　実行可能期間付タームローン契約

　当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１行と実行可能期間付タームローン契約を締結

しております。この契約に基づく実行可能期間付タームローン契約に係る借入未実行残高は次のとおりでありま

す。

 
前連結会計年度
（2025年12月31日）

当中間連結会計期間
（2026年６月30日）

実行可能期間付タームローン契約 1,000,000千円 －千円

借入実行残高 － 〃 － 〃

 差引額 1,000,000 〃 － 〃

 
※３　財務制限条項
(１)長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）のうち3,124,000千円（2024年３月８日付金銭消費貸
借契約）の中には、以下の財務制限条項が付されております。
①2023年12月期決算以降、各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額を直前の決
算期末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額の75％以上に維持すること。
②2023年12月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年度の決算期における連結
の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失とならないこと。
 
(２)長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）のうち8,749,000千円（2024年9月25日付シンジケート
ローン契約）の中には、以下の財務制限条項が付されております。
①2024年12月期決算以降、各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額を直前の決
算期末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額の75％以上に維持すること。
②2024年12月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年度の決算期における連結
の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失とならないこと。
 
(３)長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）のうち1,750,000千円（2024年12月26日付シンジケー
トローン契約）の中には、以下の財務制限条項が付されております。
①2024年12月期決算を初回とし、以降各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表上における純資産の部
の金額を、直前の事業年度の決算期末日の貸借対照表における純資産の部の金額の75％以上とすること。
②各年度の決算期における連結の損益計算書に示される経常損益が、2024年12月期を初回とし、以降の決算期
につき２期連続して損失とならないこと。
 
(４)長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）のうち2,024,715千円（2026年３月30日及び2026年４
月１日付金銭消費貸借契約）の中には、以下の財務制限条項が付されております。

①2026年12月期決算を初回とし、以降各事業年度の決算期末日における連結貸借対照表における純資産の部の

金額を、直前の事業年度の決算期末日における連結貸借対照表における純資産の部の金額の75％以上とするこ

と。

②各事業年度の決算期における連結損益計算書に表示される経常損益が、2026年12月期を初回とし、以降の決

算期につき２期連続して損失とならないこと。
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（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
　　至　2025年６月30日）

　当中間連結会計期間
（自　2026年１月１日
　　至　2026年６月30日）

広告宣伝費 6,131,776千円 8,897,131千円

給料及び手当 5,304,383 〃 6,530,372 〃

賞与引当金繰入額 456,620 〃 602,426 〃

貸倒引当金繰入額 191 〃 891 〃

退職給付費用 － 〃 50,558 〃

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年１月１日
至　2026年６月30日）

現金及び預金 19,012,170千円 28,631,567千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △25,015 〃 － 〃

預け金（流動資産その他） 5,127 〃 2,135 〃

現金及び現金同等物 18,992,282 〃 28,633,703 〃
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年３月26日

定時株主総会
普通株式 438,553 30.00 2024年12月31日 2025年３月27日 利益剰余金

（注）2025年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。１株当たり配当額は当該

株式分割前の金額を記載しております。

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、2025年６月17日を払込日とする海外募集による新株式発行を行い、資本金及び資本剰余金がそれぞ

れ1,933,128千円増加しております。この結果、当中間連結会計期間末における資本金は2,845,330千円、資本

剰余金は5,127,071千円となりました。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年１月１日　至　2026年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年３月26日

定時株主総会
普通株式 771,220 25.00 2025年12月31日 2026年３月27日 利益剰余金

（注）2026年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。１株当たり配当額は当該

株式分割前の金額を記載しております。

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

      （単位：千円）

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

中間連結損益
計算書計上額
（注）３

出張訪問
買取

店舗買取 計

売上高        

商品売上高 24,046,124 21,117,042 45,163,166 2,023,364 47,186,531 － 47,186,531

その他売上高 － 421,013 421,013 406,225 827,238 － 827,238

顧客との契約か

ら生じる収益
24,046,124 21,538,055 45,584,180 2,429,589 48,013,769 － 48,013,769

外部顧客への

売上高
24,046,124 21,538,055 45,584,180 2,429,589 48,013,769 － 48,013,769

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

－ － － － － － －

計 24,046,124 21,538,055 45,584,180 2,429,589 48,013,769 － 48,013,769

セグメント利益 3,665,442 3,150,264 6,815,706 259,987 7,075,694 △2,231,908 4,843,786

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、オークション事業及び法

人買取事業等を含んでおります。

　　　２．セグメント利益の調整額△2,231,908千円は、全社費用等であり、主に報告セグメントに帰属しない

全社共通費用であります。

　　　３．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年１月１日　至　2026年６月30日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

      （単位：千円）

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

中間連結損益
計算書計上額
（注）３

出張訪問
買取

店舗買取 計

売上高        

商品売上高 33,626,632 34,884,338 68,510,971 2,914,214 71,425,186 － 71,425,186

その他売上高 － 465,606 465,606 470,454 936,060 － 936,060

顧客との契約か

ら生じる収益
33,626,632 35,349,945 68,976,577 3,384,669 72,361,246 － 72,361,246

外部顧客への

売上高
33,626,632 35,349,945 68,976,577 3,384,669 72,361,246 － 72,361,246

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

－ － － － － － －

計 33,626,632 35,349,945 68,976,577 3,384,669 72,361,246 － 72,361,246

セグメント利益 5,739,098 7,048,518 12,787,616 12,186 12,799,802 △3,556,533 9,243,269

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、オークション事業及び法

人買取事業等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△3,556,533千円は、全社費用等であり、主に報告セグメントに帰属しない

全社共通費用であります。

３．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

　「店舗買取」セグメントにおいて、株式会社DelightZの株式を取得し、連結の範囲に含めたことにより、

のれんを計上しております。当該事象によるのれんの増加額は、当中間連結会計期間においては2,381,812

千円であります。

 

３．報告セグメントの変更等に関する情報

（報告セグメントの変更）

　当社グループの報告セグメントは、従来「着物・ブランド品等リユース事業」のみの単一セグメントであり

ましたが、2026年１月の一部子会社の吸収合併等を契機に、事業実態をより正確に反映する開示単位として当

中間連結会計期間より、報告セグメントを「出張訪問買取」及び「店舗買取」に区分して開示することといた

しました。

　なお、前中間連結会計期間の報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益

の分解情報については変更後の区分により作成したものを記載しております。
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（企業結合等関係）

取得による企業結合

（株式取得及び簡易株式交換による株式会社DelightZの完全子会社化）

　当社は、2026年２月13日開催の取締役会において、株式会社DelightZ（以下「DelightZ社」）の発行済株式の一

部を取得（以下「本株式取得」）するとともに、当社を株式交換完全親会社、DelightZ社を株式交換完全子会社と

する簡易株式交換を実施することを決議し、同日付で株式譲渡契約及び株式交換契約を締結し、2026年３月31日付

で株式の一部を取得するとともに、2026年４月７日付で当社を株式交換完全親会社、DelightZ社を株式交換完全子

会社とする簡易株式交換（以下「本株式交換」）を実施し、同社を完全子会社化いたしました。

 

１．企業結合の概要

（1）被取得企業の名称及びその事業の内容

 被取得企業の名称   株式会社DelightZ

 事業の内容         リユース事業（「買取専門店 諭吉」の運営）

 

（2）企業結合を行った主な理由

　本株式取得及び本株式交換の対象となるDelightZ社は、長崎県・佐賀県を中心とした九州エリアにおいて

「買取専門店 諭吉」を展開しております。特定のエリアに集中した事業展開を行うドミナント戦略による事業

運営により、当該エリアで高い知名度と顧客資産を保有し、優良なロケーションに出店を行っております。

　この度のDelightZ社の株式取得については、当社グループ店舗事業の拡大及びエリア戦略に基づき、現状当

社グループ店舗が少ない九州地域への進出による買取チャネルの強化及び当社グループが保有する各種ケイパ

ビリティをDelightZ社へ提供しグループシナジーを生むことで、バイセルグループの更なる成長を促進してい

くため、同社と株式譲渡契約及び簡易株式交換契約を締結し、完全子会社化することといたしました。

 

（3）企業結合日

　　 株式取得完了日　　：2026年３月31日

　　 株式交換効力発生日：2026年４月７日

　　 みなし取得日　　　：2026年４月１日

 

（4）企業結合の法的形式

　　 現金を対価とする株式取得及び当社を完全親会社、DelightZ社を完全子会社とする簡易株式交換

 

（5）結合後企業の名称

　　 変更ありません。

 

（6）取得した議決権比率

 企業結合直前に所有していた議決権比率    －％

 現金対価により取得した議決権比率      87.5％

 簡易株式交換により取得した議決権比率  12.5％

 取得後の議決権比率                   100.0％

 

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠

 当社が現金及び簡易株式交換により、DelightZ社の議決権を100％取得し、完全子会社化したことによるもの

であります。

 

２．中間連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

　2026年４月１日から2026年６月30日まで

 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価

 

現金

株式交換により交付する当社の株式

2,100,000千円

 391,996千円

取得原価  2,491,996千円
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４．株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数

　（１）株式の種類別の交換比率

 
株式会社BuySell Technologies

（株式交換完全親会社）

株式会社DelightZ

（株式交換完全子会社）

本株式交換に係る割当比率 １ 966.4

株式交換により交付する株式数 当社普通株式：120,800株

（注）１．株式の割当比率

　DelightZ社普通株式１株に対して、当社の普通株式966.4株を本株式交換実行直前のDelightZ社

の株主である黒田裕也氏に割当交付いたしました。ただし、効力発生日（2026年４月７日）の直前

時点において当社が保有するDelightZ社普通株式については、本株式交換による株式の割当交付は

行っておりません。

　　２．本株式交換により交付する当社の普通株式数

　本株式交換に際して、当社の普通株式120,800株を割当交付いたしました。当社が交付する株式

については、新規の株式120,800株の発行を行いました。

 
　（２）株式交換比率の算定方法

　当社の株式価値については、当社が東京証券取引所グロース市場に上場しており、また、市場株価は日々変

動することから、一時点の株価終値だけではなく過去の平均株価も考慮するため、市場株価平均法（算定基準

日は2026年２月12日とし、算定基準日までの直近１ヶ月間の各取引日の終値の単純平均値）により１株あたり

4,966円を採用することにいたしました。なお、算定基準日の株価終値は5,120円です。

　これに対し、非上場会社であるDelightZ社の株式価値については、公平性及び妥当性を確保するため、独立

した第三者機関である太陽グラントソントン・アドバイザーズ株式会社に算定を依頼し、算定書に記載された

算定結果のレンジ内（2,010,000円～3,284,000円）で当事者間において慎重に協議の上、１株あたり

2,400,000円としました。

　なお、当社の株価は2026年４月１日付株式分割前の株価で記載しております。

 

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

　（１）発生したのれんの金額

　　　　2,381,812千円

 

　（２）発生原因

　主として今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力から発生したものであります。

 

　（３）償却方法及び償却期間

　　　　12年間にわたる均等償却

 

共通支配下の取引等

（連結子会社間の吸収合併）

　当社は、2025年10月14日開催の取締役会において、当社の連結子会社であるレクストホールディングス株式会社

を存続会社、レクストホールディングス株式会社の子会社である株式会社IZA、株式会社レクストシェアードサー

ビス、株式会社レクストカスタマーサービス、株式会社レクストロジスティクス及び株式会社レクストラボ（以

下、これらを総称して「完全孫会社５社」といいます。）を消滅会社とする吸収合併を行うことを決議し、2026年

１月１日付で実施いたしました。

 

　　　　１．取引の概要

　　　　　(１)結合当事企業の名称及びその事業の内容

　　　　　　①結合企業（存続会社）

　　　　　　　企業の名称　レクストホールディングス株式会社

　　　　　　　事業の内容　グループ会社全体の経営管理並びにこれに付帯する業務

 

　　　　　　②被結合企業（消滅会社）

　　　　　　　企業の名称　株式会社IZA

　　　　　　　事業の内容　広告・マーケティング事業等

 

　　　　　　　企業の名称　株式会社レクストシェアードサービス

　　　　　　　事業の内容　グループ会社のバックオフィス機能提供
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　　　　　　　企業の名称　株式会社レクストカスタマーサービス

　　　　　　　事業の内容　コールセンター事業

 

　　　　　　　企業の名称　株式会社レクストロジスティクス

　　　　　　　事業の内容　倉庫業及び物流センターの運営管理等

 

　　　　　　　企業の名称　株式会社レクストラボ

　　　　　　　事業の内容　IT・グループシステム等の開発

 

　　　　　(２)企業結合日

　　　　　　　2026年１月１日

 

　　　　　(３)企業結合の法的形式

　　　　　　　レクストホールディングス株式会社を存続会社、完全孫会社５社を消滅会社とする吸収合併

 

　　　　　(４)結合後企業の名称

　　　　　　　レクストホールディングス株式会社

 

　　　　　(５)その他取引の概要に関する事項

　当社グループ全体で保有する経営資源の効率化、組織及び事業の合理化を図るとともに、グループシナ

ジーの更なる創出を図ることを目的として本合併を実施することといたしました。

 

　　　　２．実施した会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　2019年１月16日）に基づき、共通支配下

の取引として処理しております。

 

（連結子会社の吸収合併）

　当社は、2025年10月14日開催の取締役会において、当社を存続会社、当社の連結子会社であるレクストホール

ディングス株式会社を消滅会社とする吸収合併を行うことを決議し、2026年１月１日付で実施いたしました。

 

　　　　１．取引の概要

　　　　　(１)結合当事企業の名称及びその事業の内容

　　　　　　①結合企業（存続会社）

　　　　　　　企業の名称　株式会社BuySell Technologies

　　　　　　　事業の内容　着物・ブランド品等リユース事業

 

　　　　　　②被結合企業（消滅会社）

　　　　　　　企業の名称　レクストホールディングス株式会社

　　　　　　　事業の内容　グループ会社全体の経営管理並びにこれに付帯する業務

 

　　　　　(２)企業結合日

　　　　　　　2026年１月１日

 

　　　　　(３)企業結合の法的形式

　　　　　　　当社を存続会社、レクストホールディングス株式会社を消滅会社とする吸収合併

 

　　　　　(４)結合後企業の名称

　　　　　　　株式会社BuySell Technologies
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　　　　　(５)その他取引の概要に関する事項

　当社グループ全体で保有する経営資源の効率化、組織及び事業の合理化を図るとともに、グループシナ

ジーの更なる創出を図ることを目的として本合併を実施することといたしました。

 
　　　　２．実施した会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　2019年１月16日）に基づき、共通支配下

の取引として処理しております。

 

（連結子会社間の吸収合併）

　当社は、2025年11月14日開催の取締役会において、当社の連結子会社である株式会社むすびを存続会社、株式会

社フォーナイン及び株式会社日創を消滅会社とする吸収合併を行うことを決議し、2026年１月１日付で実施いたし

ました。

 

　　　　１．取引の概要

　　　　　(１)結合当事企業の名称及びその事業の内容

　　　　　　①結合企業（存続会社）

　　　　　　　企業の名称　株式会社むすび

　　　　　　　事業の内容　ブランド品・貴金属等のリユース事業（「買取むすび」の運営）

 

　　　　　　②被結合企業（消滅会社）

　　　　　　　企業の名称　株式会社フォーナイン

　　　　　　　事業の内容　「Reuse Shop WAKABA」のフランチャイズ本部及び直営店舗運営

 

　　　　　　　企業の名称　株式会社日創

　　　　　　　事業の内容　ブランド品等の買取・販売店舗「THIERRY」の運営

 

　　　　　(２)企業結合日

　　　　　　2026年１月１日

 

　　　　　(３)企業結合の法的形式

　　　　　　　株式会社むすびを存続会社、株式会社フォーナイン及び株式会社日創を消滅会社とする吸収合併

 

　　　　　(４)結合後企業の名称

　　　　　　　株式会社むすび

 

　　　　　(５)その他取引の概要に関する事項

　当社グループ全体で保有する経営資源の効率化、組織及び事業の合理化を図るとともに、店舗ブランドを

「バイセル」に統合することによるブランド認知の向上等、グループシナジーの更なる創出を図ることを目

的として本合併を実施することといたしました。

 

　　　　２．実施した会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　2019年１月16日）に基づき、共通支配下

の取引として処理しております。
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（連結子会社の吸収合併）

　当社は、2025年11月14日開催の取締役会において、当社を存続会社、当社の連結子会社である株式会社むすびを

消滅会社とする吸収合併を行うことを決議し、2026年１月１日付で実施いたしました。

 

　　　　１．取引の概要

　　　　　(１)結合当事企業の名称及びその事業の内容

　　　　　　①結合企業（存続会社）

　　　　　　　企業の名称　株式会社BuySell Technologies

　　　　　　　事業の内容　着物・ブランド品等リユース事業

 

　　　　　　②被結合企業（消滅会社）

　　　　　　　企業の名称　株式会社むすび

　　　　　　　事業の内容　ブランド品・貴金属等のリユース事業（「買取むすび」の運営）

 

　　　　　(２)企業結合日

　　　　　　　2026年１月１日

 

　　　　　(３)企業結合の法的形式

　　　　　　　当社を存続会社、株式会社むすびを消滅会社とする吸収合併

 

　　　　　(４)結合後企業の名称

　　　　　　　株式会社BuySell Technologies

 

　　　　　(５)その他取引の概要に関する事項

　当社グループ全体で保有する経営資源の効率化、組織及び事業の合理化を図るとともに、店舗ブランドを

「バイセル」に統合することによるブランド認知の向上等、グループシナジーの更なる創出を図ることを目

的として本合併を実施することといたしました。

 

　　　　２．実施した会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　2019年１月16日）に基づき、共通支配下

の取引として処理しております。

 

（連結子会社との吸収分割）

　当社は、2026年２月13日開催の取締役会において、当社の連結子会社である株式会社REGATE（以下「REGATE

社」）の店舗買取事業を吸収分割の方法により（以下「本吸収分割」）、当社へ承継することについて決議し、

2026年４月１日付で実施いたしました。

 

　　　　１．取引の概要

　　　　　(１)対象となった事業の名称及びその事業の内容

　　　　　　　事業の名称及び事業の内容　店舗買取事業

 

　　　　　(２)企業結合日

　　　　　　　2026年４月１日

 

　　　　　(３)企業結合の法的形式

　　　　　　　REGATE社を吸収分割会社、当社を吸収分割承継会社とする吸収分割

 

　　　　　(４)結合後企業の名称

　　　　　　　株式会社BuySell Technologies

 

　　　　　(５)その他取引の概要に関する事項

　当社グループは2026年１月にグループ組織再編及び店舗ブランドの統合を行っており、現在の店舗ブラン

ドは主に当社が運営する「バイセル」と株式会社タイムレスが運営する「タイムレスサロン」の２ブランド

となっております。出張訪問買取事業においては、従来通り当社「バイセル」、REGATE社「買取 福ちゃん
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（FUKU-CHAN）」、株式会社日晃堂「日晃堂」により構成されております。REGATE社は出張訪問買取事業の

他、店舗買取事業の「FUKU-CHAN」店舗を有しておりましたが、上述の通り2026年１月の店舗ブランド統合

により、店舗買取事業については店舗ブランドを「バイセル」に統合いたしました。この度ブランド名称と

運営企業を同一にすることで今後の一体的な事業展開を加速させるため、またグループ経営管理の効率化を

目的として本吸収分割を実施することといたしました。

 

　　　　２．実施した会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　2019年１月16日）に基づき、共通支配下

の取引として処理しております。

 

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま
す。
　当中間連結会計期間から、事業管理区分の見直しに伴い、従来の「企業向け商品売上高」及び「個人向け商品
売上高」を「商品売上高」に変更しております。なお、前中間連結会計期間の収益の分解情報は、変更後の名称
および区分を用いております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のと

おりであります。

 

 
前中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年１月１日
至　2026年６月30日）

(1）１株当たり中間純利益 47円68銭 96円80銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（千円） 2,789,540 5,977,197

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益

（千円）
2,789,540 5,977,197

普通株式の期中平均株式数（株） 58,493,331 61,744,134

(2）潜在株式調整後１株当たり中間純利益 47円37銭 94円81銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） 393,222 1,298,255

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり中間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、

前連結会計年度末から重要な変動があったものの概

要

2023年２月13日取締役会決議

による第９回新株予約権

新株予約権の数　280個

（普通株式　　112,000株）

－

（注）当社は、2026年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期

首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり中間純利益、潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び普通

株式増加数を算定しております。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2026年８月14日

株式会社BuySell Technologies

取締役会　御中

 

三優監査法人

東京事務所

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 齋藤　浩史

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 吉田　覚

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社BuySell

Technologiesの2026年１月１日から2026年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年１月１日から2026年

６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算

書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社BuySell Technologies及び連結子会社の2026年６月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度

の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注記

事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連結財

務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日ま

でに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び

内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないか

どうかを評価する。

・ 中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結論

に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

（注）１．上記は期中レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書

提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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